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西ドイツ精密・光学機器製造業
における原価計算システム

阪　　口 要

すでに筆者は,西ドイツにおける工企業原価計算システムの実態を探る

手がかりの1つとして,ドイツ工業連盟(BDI)およびドイツ経済合理化
1)　　　　　　2)

局(RKW)による実態調査報告シリーズの最終編を紹介してきたが,その

対象は織物,製紙,製鋼,電気工業,機械製作,光学機器製作,造船,建

築などの多岐にわたる業種を一括したものであっただけに,具体性に欠け

るきらいがあったことは否定できない.そこで本稿では,このような不備

を補う一助として,同じくドイツ工業連盟およびドイツ経済合理化局の実

態調査報告シt) -ズの一部を構成する,西ドイツ最大の精密・光学機器メ
3)

ーカーの1つであるZ社にかんする調査報告の紹介を試みたい.

1.調査対象企業の概要

西ドイツで生産される精密・光学機5aの技術的優秀性はすでに世界で定

評のあるところであるが,本稿の調査対象であるZ社の1969年の精密・光

学機器生産高は西ドイツ(西ベルリソを含む)の6%を占めている.さら

に,精密機器を抜いた限鏡,カメラ,映写機,投影機等の光学機器のそれ
4)

は15^,またこの内カメラレンズだけに限ればそのほぼ30%に達する.従

1 ) Degenhard, H., Kosten- und Leistungsrechnung in der Industrie ; Ergebnis-

band, Frankfurt a. M.. 1975.

2)拙1乱「ドイツ工企業における原価・給付計算-BDIおよび　RKW　の調査結果

を中心として」.経済論近第2巻第3 ・ 4号, 1979年1月, 35-48頁.

3) Oesterreicher, H., Kosten- und Leistungsrechnung in einem Unternehmen

der feinmechanischen und optischen Industrie, Frankfurt a. M., 1971.

4) Oesterreicher, a. a. 0.. S. 10.
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業員は約8,000人であり,すでにふれたように,西ドイツ長大の精密・光

学機器製造業の1つということができる. Z杜に限らず,当該菜種全体の

特徴の1つは輸出に強く指向していることであり1969年におけるZ杜の

総売上高中52%が国外取引によるものである.仕向先はヨーロッパ諸国が

40%強,アメリカが40%弱,その他がアジア,アフリカ,オーストラリア
5)

となっている.

次にZ杜の生産品日であるが,主力の光学機器については,ほぼその全

領域をカバーしているといっても過言ではなく,精密機器についても多様

であり,販売プログラムの概略を挙げても,限璋L,ソズ,カメラレソズ,

双眼鏡,顕微鏡(電子顕微鏡を含む) ,高圧装置(Hochspannungsanlagen),

理化学用光学測定機(屈折計,測光機,磁気測定機),医療用光学機械(諺

察用,記録用,手術用),技術用精密測定機,干渉計器,写真測晶機(印刷

地図,写真地図作成用),測地用機器(水準測量機,経緯俵,視距機),天文
蝣K

用機器からプラネタリウムに及んでいる.したがってその生産形態も一様

ではなく,たとえば天文用大規模装置などの個別生産,測定機器などの少
7)

最ロット別生産および大量ロット別生産が行われている.
8)

Z社の組織構造は概ね図-1の通りである.以下においては図-1の説

明をも兼ねて,各部門の概略を紹介するが,そのさいとくに原価計算シス

テムを設計するという観点が重視されていることを付言しておきたい.

購買　Z社における購買職能は,さらに購買管理,材料処理決定,材料

受入,在庫管理という4つの領域に細分されている.原材料在庫は約

36,000にのぼる多種の在庫態様で保持され,金筋的には総資産の4%,お

よび流動資産の7%を占めている.なお,在庫管理のための補助手段とし

て,財務計画の枠内における材料準備計画,電算機を用いた在高計算,桒

適発注量の計算,最低在高および発注時点の決定, AB C分折,仕入先分

5) Oesterreicher, a.a.0., S. 13.

6) Oesterreicher, a. a. 0., S. 14f.

7) Oesterreicher, a.a.0., S. 19.

8) Oesterreicher, a.a.0., S. 16.



図-1

9)

折などが実施されている.

製造　Z社の製造職能は,基本的に機械部門と光学部門に二分されてい

る.機械部門では,表面処理,組立,調整,エレクトロニクスを含む製造

準備活動も行われ,また光学部門には,切断,フライス盤,研磨などの作業

工程からなる部品製造部Plおよびコーティング部門(Belagsabteilungen)

が含まれている.参考のため,カメラおよび測定機の一般的製造工程を図
10)

-2および図-3で示しておく.

9) Oesterreicher, a.a.0., S. 17f.

10)佐藤昌幸,森　幸男, 「精密機械業界」,教育社, 1976, 288および290頁.
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0-3

研究開発　Z社の研究開発費は総売上高の10%以上を占め,また全従業

員の10%以上が研究開発業務に従事している.研究所,設計部門および数
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理部門には100人以上の科学者ならびに約400人の技師,技術者が配置さ
!サ:

れている。

販売　国内外における子会社の指導,管理および販売活動のた迫りこは多

様な技術的特殊知識が必要とされ,また,販売上の諸問題もそれぞれ特殊
12)

なため, Z社の販売職能は製品グループに従って分類されている.

一般管理　Z社・の原価部門計画表によれば,約100の一般管理部門が存

在している.ただしこの内には,一般に製造補助部門に属するものと考え

られる建物・擁概の保全修理部門,エネルギー供給部門,輸送部門などが
13)

含まれている.なお,図-1には表わされていないが,財務および計算制

度部門,税務部門,関連会社管理部門などの上位管理職位として経営経済

部門(Betriebswirtschaftliche Abteilung)が設置されている.この部門の

職務については,第9節で再びとりあげる予定である.

なお,本節を結ぶにあたり, Z社の計算制度組織について概述してお

く.ドイツ工企業における計算調度は,一般に2つの主要領域,つまり営

業簿記(財務簿記)と経営簿記(原価・給付計算)に分類される. Z社に

おける財務簿記および経営簿記も,たとえば材料や部品の消費および賃金

・給料計算などの経営内部取引はまず経営簿記によって把握され,そこで
15)

適切に分類された後,財務簿記に振り替えられるように組織されている.

これらの計算結果はそれぞれ,財務簿記は月次貸借対照表および月次損益
16)　　　　　　　　　　　　　17)

計算書で,また経営簿記は費用・収益計算(原価負担者グループに従った

経営成果計算)で具体化される.なお,報告書においては,貸借対照表,

ll) Oesterreicher, a. a. O., S. 20.

12) Oesterreicher, a. a. 0, S. 21f.

13) Oesterreicher, a. a. 0., S. 23.

14)これについては,前掲拙稿37-39頁を参照されたい.

15) Oesterreicher, a. a. O., S. 28.

16)これは勘定形式によるものであり,報告召形式による損益計算書は各営業年度末

にのみ作成されている.

17)尿語は, Aufwands- und Ertragsrechnungである.わが国では一般に短期経営

成果計算と呼ばれている.
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損益計算書,費用・収益計算のそれぞれについて仮設的なひな型が表示さ

れているが,ここでは第2節の原価費目別計算の参考に資する目的から,
18)

損益計算書における費用項目に限った一覧表のみを真一1で示すにとどめ

たい.

表-1

損　益　計　算　書　項　目　　l　　損　益　計　算　書　項　目

A. f?　ffl

a)直接原価

製造材料

外注加工費

買入部品

製造賃金

製造給料

直接原価合計

b)間接原価

間接賃金

間機給料

社会的給付

年金引当金繰入額

間機材料

財務費用

エネルギーおよびその他の消

耗品

租税・公課

販売費および一般管理費

その他の間接原価

特別直接原価

計罪上の原価

間接原価合計

経営費用(直接原価および間

接原価)

経営成果(総貌)

c)中性費用

利子

有形固定資産減価錬却費

危険費

棚卸減耗費

経営異常費用

経営外費用

全体成果に対応する費用

中性費用合計

中性成果(総額)　一

合計a-C

貸借対照表成果に対する法人

税

貸借対照表利益または損失

(純額)

2.原価費目別計算

Z社における原価費目グループは,表-1で示した月次損益計算書の費

18) Oesterreicher, a. a. 0., S. 33.



-43-

用項目の分類によってその概略を知ることができる.もちろんこれはその

すべてを示すものではなく, Z社の勘定プランに従って分類されている原
19)

価費目は約250に達している.この数字をみても,原価費目がきわめて詳

細に分類されていることが知られるであろう.財務簿記において把捉され

る費用・収益を経営簿記の原価・給付に変換するためには一定の手続が必

要とされるが,たとえば中性費用の分別や付加原価の追加,さらには休暇

手当,広告宜伝費,租税,保険料,年金引当費,社会保険料などについて

行われる期間区分は, Z社の計算機構のもとではすべて財務簿記において
20)

処理されているため,経営簿記における原価費目別計算の独自の課題は,
21)

個々の原価部門あるいは商品グループ(Warengruppen)に対する帰属計

算に集約されることになる.このような理由から,報告書においては,原

価費目別計算を原価部門別計算の一部分として取り扱っているのである.

なお, Z社の原価費目は原則として4桁の数字で表示されており,たと
22)

えばKA4161 「法定休日支払金」は図-4のように説明される.

千隻琶4i
図-4

勘定クラス(経営費用)

勘定グループ(貸金)

貸金種類(不倒賃金)

法定休日支払金

3. _原価部門別計算

Z社の構想による原価部門別計算の課題は, (1)原価管理目的のために,

個々の給付について発生した原価を,その発生原田となった部門に真任に

応じて賦課すること,および, (2)個々の給付について発生した原価を,原

価負担者別計算の前段階となるべく,計算技術的観点から正しく帰属する

19) Oesterreicher, a.a.0., S. 36.

20) Oesterreicher, a. a. 0., S. 37.

21) Z杜の用語法によiili,製品グループ(Erzeugnisgruppen)と呼ばれている.

22) Oesterreicher, a. a. 0., S. 40.
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23)

こと,の2点にある.各原価部門は,原価部門計画のもとでそれぞれ3桁

の数字によって表示されている.そのさい,百位の数字は(1)共通部門,

(2)材料部門. 0)製造管理部門, (4)光学機器製造部門(5)機械・組立製造部

門, (6)研究所および検査部門, (7)研究開発部門, (8)一般管理部門(9)販売

部門からなる9つの職能領域を表わす.これら9つの領域には,全体で約
241

400の原価部門が設定されており,計算技術的観点から補助原価部門と最

終原価部門に分類されている.

Z杜は,製品単位当り総原価を確定するために,原価を, (1)製造直接原

価(製造材料,製造賃金・給料,製造用外部用役給付).(2)間接原価(部門間

接原価あるいは製品グループ間接原価), 0)製造特別直接原価(たとえば特

許料,振付費)および販売特別直接原価(たとえは輸送料,手数料)の3つ
a*

の範噂に分類している.このうち原価部門別計算F.を経るのは間接原価だけ

であるが,企業で発生するすべての第1次的原価費目を概観するため,直

接原価も同時に原価部門別計算で表示されている.たとえば輸送サーヴィ

スなど,部門間の給付授受が比較的明確に認識できるものについては固定

価格振替計算票(Festpreisverrechnungskarten)を用いた振替計算(Veト
4*

rechnunglが行われ,部門間の給付授受の認識が困難なものについてはそ

れぞれ適切な基準(たとえは固定百分率,平方メートル,立方メートル,
27)

人員数など)を用いた配賦(Umlage)が行われている.

なお,原価部門別計算に関連して, Z社における計算上の原価費目の取

扱いについて若干述べておきたい.計算上の利子については, 1954年1月
28)

1日から適用されている「総原価に基づく価格算定要綱(LSP)」に規定が

設けられているが, Z杜もこの要綱に従い,経営必要資本について1つの

統一的な利子率を用いており,各部門の実際拘束資本額を尺度として計算

23) Oesterreicher, a. a. 0., S. 38.

24) Oesterreicher, a. a. 0., S. 39.

25) Oesterreicher, a. a. 0., S. 40.

26) Oesterreicher, a. a. 0., S. 45.

27) Oesterreicher, a. a. 0., S. 52.

28) Leits且tze fur die Preisermittlung aufgrund von Selbstkosten.
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上の利子を原価部門に配分している.また減価償却費については,一般に

ほ貸借対照表上の減価償却費と計算上の減価償却費が異なる場合が多い
29)

が, Z社においては前者をそのまま計算上の減価償却費としている.

4.原価負担者別期間計算

原価部門別計算の手続が終了すれば,すべての原価はいずれかの最終原

価部門の原価に集計されることになるが, Z社においてはそれが, (1)間接

材料費, (2)製造間接費Iおよびn, (3)研究開発費, (4)一般管理費, (5)販売
<M

費からなる項目にグループ化される.月次の費用・収益計算(原価負担者

別期間計算)のもとで,個々の製品グループごとの成果を表示するために

は,上記の最終原価部門費をこれらの製品グループに帰属計算しなければ

ならない.以下においては,この帰属計算の手続を各費日ごとに概述して

おく.

間接材料費　間接材料費は,製造材料,工場必需品引渡高,製品といっ

た関係基準(Bezugsgrundlage)に対する過去の実績数値を基準とする固

定百分率を用いて製品グループに帰属計算されている.そのさいに生じる

超過配賦琉または不足配賦餌は,製品グループごとの製造材料消費高を尺
31)

度として調整計算される.

製造間接費　製造間接費は,その原価態様に応じてIおよびⅡに区分さ

れている.製造間接費Iは,個々の製品グループの製造賃金・給料に対し

て直接比例的関係にある原価をいい,それ以外のものは製造間接費Ⅱとさ

れる.これには,たとえば光学機器および機械の製造準備,営業管理,工

場管理,中央検査部門,研究開発部門などで発生する原価が含められる

が,これらの製造間接費:は,製造間接費Iとは異なり,それぞれの費目
ォ*

に応じて様々な配耽基準により各製品グループに帰属計算されている.

29) Oesterreicher, a. a. 0., S. 47.

30) Oesterreicher, a. a. 0., S.ち3.

31) Oesterreicher, a. a. 0., S. 54.

32) Oesterreicher, a. a. 0., S. 54f.
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研究開発費　研究開発費は,統計的な給料振替計算表(Gehaltsver-

rechnungskarten)を用いて処理されている.この職瞳に従事する所属員

は,各自の給料振替計算表に,製品グループの指標である指図書番号を記

入し,これを基準として製品グループに対する帰属計算が行われる.給料

振替計算票は,研究開発部門の給料総額および間接原価付加率で評価さ

れ,製品グループおよびこれに属する指図書に従って研究開発指図害計算
33)

(Entwicklungsauftragsrechnung)のもとで説明される.

一般管理費　一般管理費は,個々の製品グループに対する一般管理業務

についての実際発生額を用いて算定された百分率による配斌基準によって
巨ffi

帰属計算される.

販売間接費　販売部門は,製品部門と同様に,販売最終部門と販売補助

部門に区分されている.たとえば,外国語部門,市場調査および販売計画

部門,広告宣伝部門,完成品在庫部門,中央注文処理部門などは典型的な

販売補助部門である.これらの部門において発生する原価は,毎年更新さ
35)

れる配賦率に従って販売最終部門に配分されている.

5.補償貢献額計算

36)

Z社における補償貢献額計算は,日下その基礎構造を構築中である.た

とえば,月次の経営成果の推移の監視日的,原価費目および原価部門のコ

ントロール目的ならびに特定の場合における製品単位原価計算および価格

算定目的に対しては,全部原価計算が依然として妥当性を有するものとさ

れ,これが年次成果計算の統合的構成要素である原価・給付計算の完結的
37)

システムを構成している.この方針は,凝携企業との製造技術上の関係が

あるためコソツェルソ内部でも貫かれ,そこでは統一的に全部原価計算を

33) Oesterreicher, a. a. 0., S. 55f.

34) Oesterreicher, a. a. 0., S. 56.

35) Oesterreicher, a. a. 0., S. 561

36) Oesterreicher, a. a.0., S. 59.

37) Oesterreicher, a. a. 0.. S. 57f.
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製品グループ:

製品売上高(受取手数料を
加え値引を控除)

-価格依存的直接原価(手数
料,特許料,輸送料)

-差引正味売上高

-製品依存的製造直接原価

材料費(製造材料その他)

製造賃金・給料

機枕時間値(変動部分)

買入ft品

-製品依存的変動製造間接費

間接材料費

製造間接費

製品個別工具器具費

-その他の製品依存的変動間
接費

研究開発費

販売費

1.1t..抽岨1-
-製品グループ個別間接費

製造

研究開発

駁売(支店を含む)

危険費

一製品依存的原価(計算上の
営業収益税)

右flfft n献積tI

120,000

116,500

+77,050

+65,940

+56,140

+41,440

+39,580

+40,600

+31,600

+22,880

-2,520

-2.520

108,000

105,000

+76,550

+71,560

+64,480

+46,080

+44,040

一回定原価

製造,研究開発,一般管理,販売,
危険費のうち直接嶋属計算できない
配分原価

共通部門配分額

経営成果

308,000

299 ,000

63 ,000

20,100

3,200

18,500

+194,200

+169,100

20,600

5,000

+143,500

30,300

2,500

23 ,400

2,300

+85,000

+81,100

28,100

+53,000

76,000

+27,000
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設計し,この基準に基づき,同一の原則に従った補完計算として捕駅貢献
38)

額計算が実施されているのである.義-2は;このような補完計算として

の製品種類別段階的補院貢献額計算のシェ-マを示したものである.そこ

では,製品グループごとの差引正味売上高からすべての製品依存的(変動)

原価を控除して補償貢献額Iが算定され,さらに,製造,研究開発,販売

の諸領域および危険費振替計算から得られる製品グループに結合した間接

原価を差し引くことによって補償貢献額Iが求められている.なお,この

補償貢献額計算は,前節で述べた費用・収益計算と調整されており,前者

の経営全体費用は,在高変動分および経営内部給付を控除した後者の経営

費用に一致している.また,l補償貢献頂の総領から固定原価ブロックを控

除して算定される経営成果も,費用・収益計算によって表示される期間損

益に等しい. Z社は,このようにして求められる補餌貢献額を,固定原価

の補償および利益に対する各製品グループの貢献能力の判癖基準として用
39)

いている.

前述の製品種類別段階的補償貢献額計算と共に, Z社では製品単位当り
40)

補償貢献額計算をも実施している.その基本シューマは表-3に示す通り

であるが,そこでは補償貢献額Iだけが算定され,さらに特殊補駅貢献額

の計算が行われている.この製品単位当り補償貢献額計算は,製品組合せ

や利益最大化などのより拡張された応用計算の出発点となるべきものとさ

れている.なお, Z社においても,補償貢献額計算によって算定された製

造原価による在高評価や公用発注品における価格計算などの局面におい
41)

て,この計算方法に問題点が残っていることが指摘されている.

6.　デ-タ・/;ソク・ダイアグラム

Z社ほ　EDPを完全に統合化し,企業内で発生し処理すべきすべて

38) Oesterreicher, a. a. 0., S. 60.

39) Oesterreicher, a. a. O., S. 61f.

40) Oesterreicher, a. a. 0., S. 64.

41) Oesterreicher, a. a. 0.. S. 68.
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名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　DM

製品表示価格(付加価値税を除く)

- tf]　　　引

一値　　　　引

正　味　価　格

一価格依存的直接原価

販売手数料

特許料

輸送料(表示桁格に含まれる)

差引正味価格

一製品依存的製造直接原価:

材料費

外注加工費

製造賃金・給料

機挽時間低く変動部分)

買入部品

-製品依存的変動間接費

間接材料費

製造間接費

製品個別工具器具費

-その他の製品依存的変動間接費:

研究開発資

m売費

-柿質貢献須l (製品単位貢献研)

1,020.10

170.39

30.71

特殊補佐貢献磁:

1.予定時間　　　　　185時間　　　　製造時間当り神佑貢献額I
2.機械時間　　　　　190時間　　　　機班時間当り補償貢献額I

3.正味売上高　　　4.122.50DM　　　　売上高当り補償貢献額I

^
c
o
i
-
サ
O

・
^
^
C
O
C
M

Q
-
r
-
r
d

のデータと情報を, 1つの包括的な計算システムに組み入れることを日的
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とした企業全体の制御システム(Regelsystem)を構築することに努力して

いる.もちろんこのような複雑な情報処理システムとしての完全な統合化

は現在のところ達成されてはいないが.上記のような目的を遂行するため

の具体的組織として計算センター(Rechenzentrum)がZ社の将来構想に
42)　　　　　　　　　　　　　　　ォ)

おいて常に考慮されていることを付言しておきたい.なお,図-5は, Z

社の構想を単純化したデータ・バンク・ダイアグラムである.

品

42) Oesterreicher, a. a. 0., S. 71.

43) Oesterreicher, a. a. 0., S. 72.
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7.計画計算

Z社によって摂定されている計画の諸課題は,継続的な経営プロセスを

スムーズに進行させることによる企業目標の実現,計画期間における資本

需要の算定,生産手段の調達および利用の相互調整,財務構造の弾力性の

保持,資本コストの最小化,流動性・経済性・収益性を維持するための基
EH

準の設定という諸点からなっている.これらの諸課題は,次に挙げるよう

な個々の部分計画を作成し,この部分計画を基盤として調整された計画運

動貸借対照表(Planbewegungsbilanz)のもとで最終的に統合・具体化さ

SiWl

販売計画および生産計画　全体計画の基礎および出発点となるのは販売

計画であるが,これは生産計画とも密接に関連している. Z社においては,

売上高推移の趨勢補外法や市場情報,国内支店や国外子会社および代理店

による市場予測,個々の製品についての体系的市場調査を通じて販売計画

の実質的内容が構成されている.これは,さらに製品単位数および価格の

資料を加えて,次計画年度および次期5ヶ年問について循環式に作成され

る.この販売計画は生産計画と調整されなければならないが,たとえば販

売部門の納入希望が現有キャパシティの限界を超えている場合には,超過

勤務や二交代操業,拡張投資,コンツェルン内-の委託製造,さらに場合
45)

によっては適切な企業の買収といった措置が考慮される.

人的計画　人的計画も,販売計画と同様に次計画年度および次期5ケ年

間について循環式に作成されている.精密・光学機器産業においては,作

業員の高度な技術と熟練が要求されるため,人的領域-の投資も,物的資

本と同様に充分な考慮が払われなければならない.労働集約性が高いとい
46)

うZ社の業畦の特教から,要員計画や教育訓練計画も重視されている.

投資計画　販売計画が設定され,承認を受ければ利益計画が開始され

44) Oesterreicher, a. a. 0, S. 74.

45) Oesterreicher, a. a. 0., S. 76f.

46) Oesterreicher, a. a. 0., S. 77.
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る.その第1段階は経営収益の算定であるが,これは販売計画の売上高に

よって求められる.経営資用の側面については,各原価費目に応じて個別

的な計画が行われている.たとえば製造材料,引渡粥,外注加工・(,門人

部品および販売特別直接原価などの売上依存的原価は比較的容易に詳細な

計画を作成することができる.しかしながら,年金引当金繰入額や広告IZY

ならびに計算上の原価については,個々の原価計画にさいして広範な調査

が必要となることが指摘されている.また労務費は,人的計画によって得

られる資料と,労働協約内および協約外の銭金・給料の予測増加額を基礎

にして測定される.さらに減価駅却費,引当金,危険資,利子などが算定
'M

され,年次計画が完成される.

投資計画　投資計画は,土地・建物など株式法上の有形固定資産項目に

従って分類されており,通常は長期にわたる個々のプロジェクトにかんす

る見積価値あるいは原価事前評価額(Kostenvoranschl軸e)を基礎として

実施される.これは各年度ごとに行われるが, Z社においては,さらに次
48)

期5ヶ年問にわたる大綱計画も作成されている.

財務計画　上記の部分計画を統合・調整して1つの全体計画にまとめた

ものが財務計画であり,それはまた前述の運動貸借対照表にはかならな

い.そこでは,各部分計画を実施することによって生じる資金の調達額お

よび運用額が,それぞれ資本項目,資産項目,成果項目における増減'積と
49)

して一括表示されるのである.

8.事後給付単位計算

すでに第1節で述べたように, Z社における製造職能は機械部門と光学

部門に二分されている.原材料およびガラスを用いて,まず機械部品製造

および光学部品製造が並行的に行われ,この過程を終了したものはそれぞ

れ機械中間在庫および光学中間在庫として扱われる.これらの完成部品

47) Oesterreicher, a. a. 0リS. 78f.

48) Oesterreicher, a. a. 0., S. 79f.

49) Oesterreicher, a.a.0., S. 80f. u. 83.
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は,さらに外部納入業者からの買入部品およびその他の原材料を加えて組

立部門で機器(Ger己te)に組み立てられ,さらに中央検査部門での検査を経
50)

て完成品在韓部門に引き渡される.図-6はこのような生産過程を示した

ものである'.したがって,事後給付単位計算においては,まず第1段階と

して中間在庫に引き渡される部品の原価計算が行われるのであるが,以下

においては機械部門の手続を概述し,光学部門のそれについては前者との

相違点を指摘するにとどめたい.

まず,それぞれの製品の生産を指示する指図書は,販売部門の協力を得

て製造計画即ヨ(Fertigungsplanung)で承認された後,機械部工場事務所

(Mechanik-Betriebsbiiro)に回送され,そこでは機械部晶の製造が始まる

前に,指図書,部品管理票(Einzelteil-Steuerkarte),作業進行票(Laufkarte),

原材料出師票,組立部門-の工程振替票などの資料が作成される.工程振

替票は完成部晶と共に組立部門に回送されるが,これには作業進行票,原

材料出蹄票などによって把握された当該部品の直接材料費,直接労務費お

50) Oesterreicher, a. a. 0., S. 82.
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KS!

原　　価　　計　　算　　表
事前評価・事前計算・事後給付単位計算

製　　造　　対　　象:

作

製品グループ/本体番号

=13　番　号

付　加　'Tサ
h
ソ

gills

位
D

早
h
り
ノ当

M
位
D

単 単位当り
DM

前回指図書
規範総価格

虚h貴　書i"l:'C・.・;:;!・;
20　　　　23,521　1　23,857
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51)

よび作業時間が記入されている.組立部門で新たに投入される買入部品,

組立工賃金などの直接原価費目も同様の手続で把捉され,これによって各
52)

機器ごとの基礎価値(Grundwerte)が集計されるのである.これは,表-
53)

4に示すような原価計算表(Kostenaufstellungen)の製造材料,買入部品,
5i)

製造賃金といった項目に直接振り替えられる.表-4からも明らかなよう

に,原価計算表においては,これらの直接原価に対し,個々の製品グルー

プごとに異なった付加率を用いて間接材料費,製造間接費,研究開発費,

一般管理費,危険費が付加されている.なお,実際間接原価付加率は,第

4節で述べた原価負担者別期間計算によって算定されるが,計算上の付加

率は過去の実績に基づいて平準化された数値であり,そこでは異常な原価

推移は排除されている.

このようにして求められた総原価には,さらに利益,営業収益税,値引

・割引および販売特別直接原価が加算され,最終的に規範正味販売価格な
55)

いし総販売価格が得られるのである.

機械部門における事後給付単位計算の手続はおよそ以上の通りである

が,光学部門で生産されるレソズの原価計算には若干異なった方法が用い

られている.その理由は,生産方法および完成品の種類が異なっているこ

とに求められる.まず,製造材料,製造賃金,作業時間などの数値が指図

召別に把握され,これが,計算期間内に完成品在庫に受け渡された合格L,

ソズの数量で割られ,個々のレンズ種類について異なった額を示す品質管

理のためのn金は等価係数を用いてレソズの原価に帰属計算されている.

なお,間接原価については,機械部品製造の場合と同様に,付加率を用い

た配分が行われているので,光学部門における事後給付単位計算は,分割
56)

計算,等価係数計算および付加計算が結合したものということができる.

51) Oesterreicher, a. a. 0., S. 85f.

52)直接原伍と同義である.

53) Oesterreicher, a- a. 0., S. 91.

54) Oesterreicher, a. a. 0., S. 88.

55) Oesterreicher, a.a. 0., S. 90.

56) Oesterreicher, a. a. 0., S. 921
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9.経営経済部門の諸課題

すでに第1節で指摘したように, Z社においては,財務,計算制度,秩

務,関連会社管理などを統轄するスタッフ部門として経営経済部Flが設け

られている.とくに計算制度からZ杜の最高管理組織である営業管理部門

にもたらされる情報は,経営管理のための不可欠の用具となるものであ

り,なかでも月次営業報告書(monatliche Geschaftsbericht)は最も重要
at:

な情報として位置づけられている.そこで,以下においてはこの月次営業

報告書の構成内容を明らかにしておきたい.

月次営業報告書は,まず表-5に示すような一定の形式に即した概略数

倍の一覧表によってその作成が開始され,次に計両・実F,T比較を伴った報

表-5

57) Oesterreicher, a. a. 0., S. 106.
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告期間の収益状況および財務過程(資金調達および資金運用)の概要が説

明される.そこでは,資金調達が正の記号で,また資金運用が負の値で示

され,自己資本,引当金,投資,債権,債務,借入金などの各月および営

業年度の増減額が明らかにされている.続いて月次営業報告書にほ,経営

成果および貸借対照表成果がグラフで示されるが,それらはまた同時に

表-5で示したような項目分類をもつ圧縮された様式において,損益構成

要素にかんする展望をも与えている.さらに月次営業報告書においては企

業の資産構造,資本構造が表示され,続いて原価負担者別期間計算によっ

て算定された各製品グループごとの受注高,売上高,成果,在庫在高が詳

細に分析される.琅後虹,従業員総数,作業日数,作業時間,超過勤務時

間,平均賃金(時間当りおよび月当り),月当り平均給料,疾病老率などの
58)

指標を備えた人事統計上の資料が月次営業報告書に記載される.

このように月次営業報告書は,表-5の様式からも容易に推察される

ように,決して会計上の全資料を網羅的に記載するといった性格のもので

はなく,あくまで最高管理組織としての営業管理部門の利用に供するた

め,情報量を可能な限り圧縮したコソパクトな報告書として性格づけるこ

とができよう.

最後に,月次営業報告書の作成は経営経済部門の最も重要な課題ではあ

るが,このスタッフ部門の活動はそれのみにとどまるものではなく,本稿

で紹介した原価計算領域はもとより,財務,税務,関連会社の指導・管理

・監査,さらにはコンツェルン内のコソテソラーメソや計算基準の作成か

らコンツェルン年次決算に至るまで,およそ企業活動にかかわる経済的側

面の全績域をカノミ-するきわめて広範なものであることをいま一度強調し

ておきたい.

付記:木精は,日本学術振興会の援助による「原価理論・原価計算システム・工業会

計制度に関する国際比較研究」の一部である.

58) Oesterreicher, a. a. 0., S. 106ff.




